
委託担当

担当者名

電　　話

１ 委　　託　　名

２ 履　行　場　所

３ 履行期間
 又は期限

４ 契約区分 ■確定契約 □概算契約

５ その他特約事項

６ 現　場　説　明 ■不要

□ 要 （　　月　　日　　時　　分　　場所               ）

７ 委　託　概　要
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横浜市　行財政局

建築基準関係規定等の再整理及び再精査

複合施設基本計画の作成

概算事業費の算定

区役所等の庁内関係者との調整支援 

打合せ等（着手時・中間時・成果物取りまとめ）

報告書作成

■期限 令和9年3月31日まで

令和 ８ 年度　一般会計歳出　第２款　第９項　第２目　第12節　委託費

受付
番号

種　目　番　号

連絡先

まるやま

ファシリティマネジメント推進課 丸山

045-671-2027

設　　　 計 　　　書

中村地区センター再整備に向けた複合施設基本計画作成支援業務

行財政局ファシリティマネジメント推進課ほか

□期間 令和  年　月　日から令和　年　月　日まで



８ 部　分　払
□　す　る （　　　回以内）
■　しない

 ※単価及び金額は消費税及び地方消費税相当額を含まない金額。
※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

内 訳 ￥

地方消費税相当額 ￥

１  設 計 書  
２  仕 様 書
３  図    面 
４  そ の 他 － ページ

横浜市　行財政局

- ２ -

531,027

６ ページ
４ ページ
－ ページ

消 費 税 及 び

委 託 代 金 額 ￥5,841,297

業 務 価 格 5,310,270

金　　　額単　　価

部 分 払 の 基 準

業 務 内 容
履行

予定月
数　量 単　位



委 託 内 訳 書
種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円

第１号内訳書

第2号内訳書

第3号内訳書

第4号内訳書

第5号内訳書

第6号内訳書
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横浜市行財政局

業務委託料 5,841,297

消費税及び地方消費税相当額 式 1 531,027

計(業務価格) 5,310,270

３　間接費 式 1 642,600

２　直接経費 式 1 2,444,970

　小計（直接人件費） 2,222,700

報告書作成 式 1 196,900

打合せ等（着手時・中間時・
成果物取りまとめ） 式 1 226,100

区役所等の庁内関係者との
調整支援 式 1 409,700

概算事業費の算定 式 1 134,300

複合施設基本計画の作成 式 1 944,600

建築基準関係規定等の再整理及び再精査 式 1 311,100

１　直接人件費

 単位  数    量 単   価  金      額  適        用 



工 種 内 訳 書

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円
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横浜市行財政局

計 944,600

0.0 36,700 0技術員 人

425,000技師 (Ｃ) 人 10.0 42,500

394,400技師 (Ｂ) 人 8.0 49,300

125,200技師 (Ａ) 人 2.0 62,600

 数    量  単      価  金      額  適        用  単位 

第２号　複合施設基本計画の作成

計 311,100

技術員 人 0.0 36,700 0

技師 (Ｃ) 人 5.0 42,500 212,500

2.0 49,300 98,600技師 (Ｂ) 人

技師 (Ａ) 人 0.0 62,600 0

 適        用  単位  数    量  単      価  金      額 

第１号　建築基準関係規定等の再整理及び再精査



工 種 内 訳 書

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円
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横浜市行財政局

409,700計

人 0.0 36,700 0技術員

212,500技師 (Ｃ) 人 5.0 42,500

197,200技師 (Ｂ) 人 4.0 49,300

技師 (Ａ) 人 0.0 62,600 0

 単      価  金      額  適        用  単位  数    量 

 第４号　区役所等の庁内関係者との調整支援 

134,300計

36,700 0

技師 (Ｃ) 人 2.0 42,500 85,000

技術員 人 0.0

1.0 49,300 49,300技師 (Ｂ) 人

人 0.0 62,600 0技師 (Ａ)

 単位  数    量  単      価  金      額  適        用 

第３号　概算事業費の算定



工 種 内 訳 書

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円

種      別  ・  種      目

細  別  ・  形  状  寸  法

円 円
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横浜市行財政局

196,900計

人 0.0 36,700 0技術員

85,000技師 (Ｃ) 人 2.0 42,500

49,300 49,300技師 (Ｂ) 人 1.0

技師 (Ａ) 人 1.0 62,600 62,600

 金      額  適        用  単位  数    量  単      価 

第６号　報告書作成

226,100計

技術員 人 0.0 36,700 0

技師 (Ｃ) 人 3.0 42,500 127,500

2.0 49,300 98,600技師 (Ｂ) 人

0.0 62,600 0技師 (Ａ) 人

 単位  数    量  単      価  金      額  適        用 

第５号　打合せ等（着手時・中間時・成果物取りまとめ）
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中村地区センター再整備に向けた複合施設基本計画作成支援業務委託 

仕 様 書 

１．件名 

中村地区センター再整備に向けた複合施設基本計画作成支援業務委託 

２．履行場所 

横浜市行財政局ファシリティマネジメント推進課ほか 

３．委託期間 

契約締結日から令和９年３月 31日まで 

４．背景・目的 

横浜市では、「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」及び「横浜市公共施設等総合管理計画」
に基づき、ファシリティマネジメントの推進に取り組んでいる。今後、人口動態やライフスタイル等の
変化、脱炭素化・デジタル化等の時代の要請に対応しながら、公共施設が提供する機能・サービスを持
続的に維持・向上させるため、施設の規模・数量、質及びコストの適正化を図る必要がある。 

南区に位置する中村地区センターは築年数が経過しており、将来的な施設更新を見据えた検討が必要な
段階にある。過年度には、当該敷地における建築可能ボリュームの確認並びに既存建物のリノベーショ
ン及び敷地内増築を中心とした複合化基本構想プランの検討を実施した。 

本業務は、これらの過年度成果資料、関連資料及び庁内協議等の経緯・経過を前提条件として活用し、
地域特性、人口動態、利用実態及び将来ニーズを踏まえ、施設類型に捉われず、地域のコミュニティ形
成に資する機能・サービスを横断的に整理し、中村地区センター敷地における複合施設の基本計画を作
成することを目的とする。 

検討に当たっては、既存建物をすべて除却し、敷地全体を一体的に活用する場合を基本とし、適切な施
設規模、機能構成、建築計画、管理運営及び事業手法を総合的に検討する。 

５．検討対象 

検討対象は、地区センター、コミュニティハウス、地域ケアプラザなど６施設機能程度を基本とし、主
として次に掲げる機能を対象とする。 

• 交流・居場所機能 
• 学習・活動支援機能 
• 多文化共生・市民活動支援機能 
• 福祉保健・相談支援機能 
• 地域活動・団体支援機能 
• 運動・レクリエーション機能 
• その他、地域のコミュニティ形成に資する機能 
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なお、具体的な検討対象及び対象機能については、庁内関係者との協議等を踏まえ、委託者の指示によ
り変更する場合がある。 

６．委託業務内容 

本業務は、委託者から貸与する過年度成果資料、対象施設の既存図面、施設諸元、利用実績その他の関
連資料並びにこれまでの庁内協議等の経緯・経過を前提として実施すること。これらの資料に基づく基
礎条件、地域特性、人口動態、利用実態、導入機能及び適正な施設規模等の整理は、次に掲げる各業務
の実施に必要な範囲で行うものとし、独立した調査・分析業務としては実施しない。利用者アンケート、
地域団体ヒアリング及びワークショップ等は、本業務の対象外とする。 

（１）建築基準関係規定等の再整理及び再精査 

過年度業務において整理した建築基準関係規定等及び関連協議の経緯を踏まえ、今回の再整備条件に基
づき、次の事項その他必要な関係規定について再整理及び再精査すること。 

• 用途地域、地域地区、建蔽率、容積率、高さ制限、高度地区、道路斜線その他の形態制限 
• 敷地及び接道条件並びに敷地内に複数棟を配置する場合の取扱い 
• 建築物の用途区分、特殊建築物としての取扱い、防火及び避難に関する規定 
• バリアフリー関係規定、駐車場・駐輪場の附置義務及び緑化基準 
• その他、基本計画の作成に必要な建築基準関係規定等 

必要に応じて、本市の建築指導部署その他関係部署への確認に必要な資料を作成し、協議を支援するこ
と。 

（２）複合施設基本計画の作成 

過年度成果資料、関連資料及び庁内協議等の経緯・経過を踏まえ、次の内容を含む複合施設基本計画を
作成すること。今回の基本計画は、既存建物をすべて除却し、敷地全体を一体的に活用する場合を基本
とする。 

• 施設全体の基本的な考え方及び計画方針 
• 導入機能、機能構成及び諸室構成 
• 諸室面積表及び施設全体の面積構成 
• 配置計画、階構成、棟構成及び各階平面計画 
• ゾーニング計画 
• 利用者動線、管理動線及び搬出入動線 
• 施設ごとの利用時間等を踏まえたセキュリティ区画 
• 駐車場、駐輪場、広場、緑地等の外構計画 
• RC造、S造、木造その他の構造方式に係る基本的な比較及び構造方針 
• 施設の共用化、多目的化、可変性及び将来の機能変更への対応方針 
• 管理運営上の基本的な課題及び今後の検討事項 

区役所等の庁内関係者との協議内容を踏まえ、必要に応じて施設構成、配置又はゾーニング等に関する
修正案を作成すること。 
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断面図、立面図及び外観イメージは必須としない。ただし、高さ、階構成、運動空間、構造方式等の検
討上必要な場合は、簡易な図案を作成すること。 

（３）概算事業費の算定 

基本計画の内容に基づき、現時点で算定可能な範囲で概算事業費を算定すること。算定に当たっては、
既存建物解体費、新築工事費、外構整備費、設計・監理等の関連経費、備品・什器等及び物価変動を踏
まえた補正を基本とし、算定条件、単価根拠及び対象外経費を明示すること。 

なお、仮移転計画、詳細な工事工程、アスベスト、地中障害物、既存杭及び地盤等に関する調査は、本
業務の対象外とし、必要に応じて事業費算定上の留意事項として整理すること。 

（４）区役所等の庁内関係者との調整支援 

基本計画の作成過程において、区役所、施設所管部署、建築関係部署その他の庁内関係者との協議・調
整を支援すること。 

協議に必要な説明資料、配置図、平面図、ゾーニング図その他の簡易図案を作成すること。 

協議結果を踏まえ、検討課題、対応方針及び基本計画案の修正内容を整理すること。 

協議への出席は４回程度を想定し、必要に応じて議事要旨を作成すること。 

７．打合せ等 

業務の着手時、中間時及び成果物取りまとめ時のほか、必要に応じて委託者と打合せを行うこと。 

打合せに当たっては、事前に資料を提出し、終了後速やかに打合せ記録を作成して委託者の確認を受け
ること。 

業務の進捗、課題及び今後の対応方針について、委託者へ適宜報告すること。 

８．成果物 

• 報告書本編 
• 報告書概要版 
• 複合施設基本計画図書（配置図、各階平面図、諸室面積表、ゾーニング図、動線図、セキュリティ

区画図、外構計画図等） 
• 概算事業費算定資料 
• 庁内調整に使用した資料及び打合せ記録 
• 上記成果物の電子データ一式 

電子データは PDF形式及び編集可能な元データ（Word、Excel、PowerPoint 等）とし、委託者が指定
する方法により納品すること。提出部数及び提出方法は、委託者の指示による。 

９．貸与資料 

委託者は、業務の実施に必要な範囲で、次の資料を受託者に貸与する。 

• 市民利用施設の再編整備に係る建築可能ボリュームチェック業務委託成果物 
• 中村地区センター再整備に向けた複合化基本構想プラン作成支援業務委託成果物 
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• 対象施設の既存図面、施設諸元及び利用実績等に関する資料 
• 過年度の庁内協議等の経緯・経過に関する資料 
• その他、委託者が必要と認める資料 

貸与資料は、本業務の目的以外に使用してはならず、業務完了後、委託者の指示に従い返却又は廃棄す
ること。 

10．その他 

受託者は、委託者と緊密に協議し、委託者の指示に従って業務を遂行すること。 

受託者は、業務上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。契約終了後も同様とする。 

個人情報を取り扱う場合は、関係法令及び本市の規定を遵守し、適正に管理すること。 

再委託を行う場合は、事前に委託者の承諾を得ること。 

成果品及び業務上得られた成果の著作権その他の権利は、別に定める場合を除き横浜市に帰属するもの
とし、受託者は委託者の許可なく公表、譲渡、貸与又は使用してはならない。 

成果物に誤り又は不備が判明した場合は、委託者の指示に従い、受託者の負担において速やかに訂正又
は補足すること。 

本仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、委託者と受託者が協議の上、決定するこ
と。 
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